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第１ OECD が近年発表した 2000 年の相対的貧困率＜同一モデルの家計の可処分所得とし
ての等価所得（世帯所得を世帯員数の平方根〔例えば 3 人世帯であれば、 3 〕で割った金額）
が、全人口中位所得の 50％未満の世帯に属している個人の比率として測定される＞を見ると、
主要先進国では日本 15.3％（2 位）、アメリカ 17.0％（1 位）、25 カ国平均は 10.2％となって
いる。なお、OECD 社会指標の中では、「相対的貧困」は「公正指標」の一つとして位置づけ
られている 1）。   
第２ 2005 年の厚生労働省「所得再分配調査」（3 年に 1 回）が発表され、当初所得のジニ
係数が初めて 0.5 を超えた。0.5 とは、上位 25％の世帯が全所得の 75％を占める状態である。
2005 年の当初所得のジニ係数は 0.5263（3 年前の 2002 年は 0.4983）であり、税・社会保障
による再分配後のジニ係数は 0.3873（2002 年は 0.3812）である 2）。 
第３ テレビ番組・NHK スペシャル「ワーキングプア」が 2006 年 7 月 23 日に放映された。
ワーキングプアとは、働いているのに日本国憲法 25 条で保障されている最低生活費（生活保
護基準）以下の暮らししかできない「働く貧困層」のことである。この番組の反響は大きく、






















ある。そこでは、1980 年代後半から 90 年代前半の所得分配の状況について、日本は「先進諸
国の中でも最高の不平等度」と結論づけている。 


















































－ 46 － 
第１ 経済成長率 
GDP（実質）の前年比は、高度経済成長期が終結した直後のマイナス成長率 1974 年－1.2％
（73 年は 8.0％）以来、98 年－2.0％（97 年は 1.6％）が初めてのマイナスであり、99 年－0.1％
と続いて 2 年間連続である。そして、2008 年は－0.7％（07 年は 2.3％）となっている。 
第２ 失業者 
完全失業者は、1955 年の 105 万人（完全失業率 2.5％）以来、長らく 100 万人未満を続けて
きたが、75 年に 100 万人（1.9％）となった。前年（74 年）の 73 万人（1.4％）からの変化で
ある。次に、95 年に 210 万人（3.2％）となった。前年（94 年）は 192 万人（2.9％）である。 
そして、99 年には 317 万人（4.7％）となった。前年（98 年）は 279 万人（4.1％）である。
それ以降は 2004 年まで 300 万人台が続き、05 年からは 300 万人未満となっている。100 万人
台から 200 万人台となるのには 20 年かかったが、次の 200 万人台から 300 万人台となるのは
たった 4 年というスピードである。 
有効求人倍率も 75 年に 0.61（74 年は 1.20）となってから、バブル経済の一時期（88 年―
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－ 47 － 
図 1 で、性別年齢階級別・完全失業率の推移を見ると、男女ともに 15～24 歳が最も高い。
2008 年では、全体平均 4.0％（265 万人）だが、15～24 歳では男 7.9％、女 6.9％である。 
第３ 非正規雇用 
表 1 に示されるように、5 年ごとの変化では、95 年以降は雇用増加数全体が低下する中で、
正規雇用が減少し、非正規雇用が増加している。2000 年から 05 年にかけての数値によれば、
正規の男性の減少数と非正規の女性の増加数が等しいのが印象的である。 
 












1985→  90 371 54 91 174 51 
  90→  95 408 108 181 99 19 
  95→2000 118 -80 -71 185 83 
2000→  05 107 -60 -193 193 167 
出所：厚生労働省編『労働経済白書』2006 年版、参考資料 46 ページより加工。 
注 1：原資料は総務省統計局「労働力調査特別調査」、「労働力調査（詳細結果）」 





























1984 3936 3333 （84.7） 604 （15.3） 440 （11.2） 164 （ 4.2） － －
85 3999 3343 （83.6） 655 （16.4） 499 （12.5） 156 （ 3.9） － －
86 4056 3383 （83.4） 673 （16.6） 523 （12.9） 150 （ 3.7） － －
87 4048 3337 （82.4） 711 （17.6） 561 （13.9） 150 （ 3.7） － －
88 4132 3377 （81.7） 755 （18.3） 599 （14.5） 156 （ 3.8） － －
89 4269 3452 （80.9） 817 （19.1） 656 （15.4） 161 （ 3.8） － －
90 4369 3488 （79.8） 881 （20.2） 710 （16.3） 171 （ 3.9） － －
91 4536 3639 （80.2） 897 （19.8） 734 （16.2） 163 （ 3.6） － －
92 4664 3705 （79.4） 958 （20.5） 782 （16.8） 176 （ 3.8） － －
93 4743 3756 （79.2） 986 （20.8） 801 （16.9） 185 （ 3.9） － －
94 4776 3805 （79.7） 971 （20.3） 800 （16.8） 171 （ 3.6） － －
95 　 4780 3779 （79.1） 1001 （20.9） 825 （17.3） 176 （ 3.7） － －
96 　 4843 3800 （78.5） 1043 （21.5） 870 （18.0） 173 （ 3.6） － －
97 　 4963 3812 （76.8） 1152 （23.2） 945 （19.0） 207 （ 4.2） － －
98 　 4967 3794 （76.4） 1173 （23.6） 986 （19.9） 187 （ 3.8） － －
99 　 4913 3688 （75.1） 1225 （24.9） 1024 （20.8） 201 （ 4.1） － －
2000 　 4903 3630 （74.0） 1273 （26.0） 1078 （22.0） 194 （ 4.0） 33 （0.7）
01 　 4999 3640 （72.8） 1360 （27.2） 1152 （23.0） 208 （ 4.2） 45 （0.9）
02 4891 3486 （71.3） 1406 （28.7） 1023 （20.9） 383 （ 7.8） 39 （0.8）
03 4941 3444 （69.7） 1496 （30.3） 1092 （22.1） 404 （ 8.2） 46 （0.9）
04 4934 3380 （68.5） 1555 （31.5） 1106 （22.4） 449 （ 9.1） 62 （1.3）
05 4923 3333 （67.7） 1591 （32.3） 1095 （22.2） 496 （10.1） 95 （1.9）
06 5002 3340 （66.8） 1663 （33.2） 1121 （22.4） 542 （10.8） 121 （2.4）
07 5120 3393 （66.3） 1726 （33.7） 1165 （22.8） 561 （11.0） 121 （2.4）







－ 48 － 
なお、2005 年平均の数字で、（役員 400 万人を除く）正規雇用の就業者は 3374 万人であり、
非正規雇用では 1633 万人である。両者の比は 67.4％対 32.6％となる。また、非正規雇用の詳






平均月間現金給与総額（事業所規模 30 人以上）の伸び率は 1998 年の－1.4％以降、マイナ
スが続いてきた。そして、2005 年にようやく 1.0％とプラスとなり、06 年 1.0％、07 年－0.3％、















図 2 の 2008 年の就業形態別年収分布で、最頻値をみると、正規の職員・従業員 300～399
万円、パート・アルバイト 50～99 万円、派遣社員 200～299 万円、契約社員・嘱託 200～299
万円となっている。 
なお、「就業構造基本調査」2007 年では、主な雇用形態の所得分布は表 3 のようになってい
る。比率の多い箇所は、ゴチックで強調しておいた。 
その上で、なぜワーキングプアが社会問題として浮上してきたかを見てみよう。 










正規の職員・従業員総数 34,324.2 千人  女での割合 男での割合 
100 万円未満 616.5 1.8％ 4.5％ 0.6％ 
100～199 万円 2,949.9 8.6％ 18.0％ 4.4％ 
200～299 万円 7,266.9 21.2％ 31.3％ 16.7％ 
300～399 万円 6,495.1 18.9% 19.4% 18.7% 
400～499 万円 5,080.2 14.8% 10.9% 16.5% 
500～699 万円 6,147.9 17.9% 9.9% 21.5% 
700～999 万円 4,161.7 12.1% 4.4% 15.6% 
パート総数 8,855.0 千人  女での割合 男での割合 
100 万円未満 4,522.5 51.1％ 53.5％ 29.9％ 
100～199 万円 3,641.0 41.1％ 40.2％ 49.4％ 
200～299 万円 537.4 6.1％ 4.9％ 16.0％ 
アルバイト総数 4,080.0 千人  女での割合 男での割合 
100 万円未満 2,352.9 57.7％ 66.4％ 49.1％ 
100～199 万円 1,226.4 30.1％ 26.2％ 33.9％ 














































内閣府「国民経済計算」によれば、1973 年から 78 年にかけての家計貯蓄率（可処分所得に
占める貯蓄の比率）は 20％台である。しかし、2000 年の 8.7％以降は一桁であり、07 年には
3.3％となっている。 
また、厚生労働省「国民生活基礎調査」によれば 2004 年の「貯蓄がない」世帯は 9.4％であっ
た。この調査は大規模調査（3 年周期）の「貯蓄票」による（調査客体 36,567、回収 25,621、





















－ 52 － 
帯が 23.8％（実数 776）である。また、同じく 04 年の数値は 22.9％である。世論調査という
性格と標本数、回収率の少なさから考えて、この数値を利用するのは適切ではない。 
なお、図 4 の 2007 年の「国民生活基礎調査」によれば、「日々又は 1 月未満の契約の雇用者
世帯」では、「貯蓄がない」は 14.9％となっている。 
第６ 自殺者 
自殺者数の長期的推移は、厚生労働省「人口動態統計」によれば、1947 年―53 年は 1 万人
台、54 年―60 年は 2 万人台、61 年―76 年は 1 万人台、そして 77 年以降は 91 年（19,875 人）
を除いて 2 万人台が続いてきた。ところが、98 年に 31,755 人となった。前年の 97 年 23,494
人からの急増である。それ以降、約 3 万人の自殺者数が続いている。同様に、警察庁「自殺の
概要資料」によれば、1978 年からずっと 2 万人台で続いてきたのが、98 年に 32,863 人となっ
た。前年の 97 年 24,391 人からの急増である。それ以降、3 万人台の数値である。 
以上の数値は、すべて初めて作成された内閣府編『自殺対策白書』2007 年版によるものであ
る。図 5 で見るように、同『白書』では自殺死亡率（人口 10 万人当たりの自殺者数）と完全
失業率の推移（1953 年―2006 年）を表す 2 本の折れ線がグラフ上で似かよった動きになって


















1953 55 57 59 61 63 65 67 69 71 73 75 77 79 81 83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 年




02 年のピーク時 5 万 2919 件・10 万人当たり 41.5 
08 年 1 万 9145 件・ 15.0 
そして、09 年 2 月頃から増え始め、1～5 月
の件数は 08 年同期比 14.2％増の 8631 件であ
る。 
次に、強盗の認知件数は以下のようになって
いる。03 年のピーク時 7664 件・6.0、08 年 
4278 件・3.4 であり、08 年 11 月頃から増え始
め、09 年 1～5 月の件数は 08 年同期比 14.0％
増の 1952 件である。 
これらに対して、完全失業率は以下のように
















c 刑務所は第 4 の「セーフティネット」か？＆！ 
現在の日本では、国民が生活をしていくための雇用ネット、社会保険ネット、公的扶助（生
 
 図６ 毎日新聞 2009 年 7 月 4日付 
 
 表４ 最近の主な無差別殺傷事件 
日本経済新聞 2009 年 7 月 7日付 
 

















図 7 の児童相談所の虐待相談対応件数で見るように、1990 年度の 1,101 件から次第に増加







06 年 6 月に発表され、いっせいに新聞報道（6 月 17 日）されている。それによると、就学援
助受給者は全国で約 133 万 7000 人に上り、2000 年度の約 98 万 1000 人より約 36％増加して
いる。その内訳は、生活保護世帯の子どもが約 13 万 1000 人、区市町村教育委員会が生活保護



































いる 14）。小学校・対象児童数 13,821 人（在籍数 32,846 人）・受給率 42.0％と中学校・対象生
徒数 6,040 人（在籍数 13,932 人）・受給率 43.3％であり、小中学校合計では対象者数 19,861
人（在籍数 46,778 人）・受給率 42.4％である。なお、06 年度の受給率は合計で 41.0％である。 
また、東京都 23 区での受給率（05 年度）は 1 位の足立区が小学校 41.3％・中学校 44.0％、






















－ 56 － 
生活保護については、2005 年度に被保護世帯数が 100 万を超えるまでに増大したことが注
目されたが、まず世帯数の推移を見てみよう。図 8 では、下のほうの折れ線グラフで被保護世
帯数の推移が示されている。実際の数値では、1952 年度 702,450 世帯からは下落してゆき、
57 年度 579,037 世帯が底辺である。そこからは、ゆるやかな上昇を続け、75 年度には 707,514
世帯となって 52年度の数値を上回り、さらに 84年度 789,602世帯まで上昇する。そこからは、
下落してゆき、92 年度 585,972 世帯が底辺である。次に、再び上昇し始め、2001 年度には
805,169 世帯となって 84 年度の数値を上回り、現在に至っている。08 年度は 1,148,766 世帯
である。 
次に、被保護人員の推移を見よう。同じく、図 8 では、上のほうの折れ線グラフで示されて
いる。実際の数値では、1951 年度 2,046,646 人からは下落してゆき、57 年度 1,623,744 人が
底辺である。そこから 63 年度 1,744,639 万人までの上昇と 74 年度 1,312,339 人までの下落を
経て、さらに 84 年度 1,469,457 人までの上昇と 95 年度 882,229 人までの下落となり、それ以




取られかねない。しかし、人員の推移を見れば、05 年度の数値では 84 年度を上回ってはいる











率の下での最高限界税率は 70 年代の 75％（税率区分 19 段階）から 2000 年代の 37％（税率
区分 4 段階）と大きく変化している。ただし、07 年には、所得税（国税）から個人住民税（地
方税）への税源移譲に伴う税制改正で所得税の最高限界税率は 40％（税率区分 6 段階）に変わっ
ている。 
－ 57 － 


















完全失業率は 1998 年 4.1％から急増してきたが、近年になってそれに対する給付条件の切り
下げによって失業給付が急減している。一般求職者給付額は 1998 年に 2 兆円を超え、2001 年
まで 2 兆円台が続いていた。ところが、それ以降、以下のように急減した。 
2002 年 03 年 04 年 05 年 06 年 07 年 









ILO が 2009 年 3 月に発表した報告書で取り上げられ、カナダ、日本、アメリカでは給付制












出所：ILO , Share of unemployed workers NOT receiving unemployment 




上記の状況の下で、雇用保険の財政が改善されたとして、2007 年 4 月に、雇用保険料率が
14 年ぶりに引き下げられた。本末転倒の対処である。 
5）派遣労働者は適用外 
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